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１ さいたま市教育DXグランドデザインについて

（１） 位置付け
本グランドデザインは、第２期さいたま市教育振興基本計画における、教育DXに向けた全体的な設
計構想であるとともに、「学校教育の情報化の推進に関する法律」（令和元年法律第47号）第９条
第２項に基づき、本市における学校教育情報化推進計画として、策定します。

（２） 期間
本グランドデザインは、令和７（2025）年度から令和10（2028）年度までの４年間を計画期間
とします。
ただし、技術革新のスピードが速いICT分野の特性を踏まえ、各年度に実施状況を点検しつつ、期間
中であっても必要に応じて柔軟に修正を行います。

（３） 対象
本グランドデザインの対象は、市立各学校及び教育委員会とします。

※本グランドデザインは、本市の学校教育情報化に係る中長期的なビジョンを示すものとなりますが、実際の整備については、市及び国の財政状況等により、
変更となる場合があります。
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２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

（１） 国の動向
①学校教育の情報化の推進に関する法律

学校教育の情報化の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、次代の社会を担う児童生
徒の育成に資することを目的として、令和元（2019）年６月に「学校教育の情報化の推進に関する
法律」（令和元年法律第47号）が成立し、公布・施行されました。
同法第４条に基づき、令和４（2022）年12月には、今後５年間の学校教育の情報化の推進に
関する施策の方向性や、ロードマップを示す「学校教育情報化推進計画」が策定されました。現在、デ
ジタル化の３段階のうち、第１段階（デジタイゼーション※）の準備は整ったとし、今後はすべての学校
において第１段階を着実に進行しつつ、当面は第３段階（デジタルトランスフォーメーション※）を見据
えながら、全国全ての学校で、第１段階から第２段階（デジタライゼーション※）への移行を着実に進
めることが適当であるとしています。

②GIGA スクール構想の推進
令和元（2019）年12月に、文部科学省は１人１台端末と、高速大容量ネットワークの一体的
整備により、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、個別最適で資質・能力を確実に育成できる
教育ICT環境の実現を目標として、「GIGAスクール構想」を発表しました。
１人１台端末の整備については、当初は令和５年度までに達成することとしておりましたが、新型コ
ロナウイルスの感染拡大等により、学校の臨時休業等の緊急時においても、ICTの活用により全ての子
どもたちの学びを保障できる環境を早急に実現すべく、大幅に前倒しして予算措置が行われました。 3

※デジタイゼーション・・・紙の書類などアナログな情報をデジタル化することを表し、例えば紙のプリントをデジタル化することなどが該当する。
デジタライゼーション・・・サービスや業務プロセスをデジタル化することを表し、例えば紙の教材の組み合わせからデジタル教材のリコメンドを参考に最適な選択を行うことができる

ようになることなどが該当する。
デジタルトランスフォーメーション・・・デジタル化でサービスや業務、組織を変革することを指し、例えば教育データに基づく教育内容の重点化と教育リソースの配分の最適化が

該当する。



２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

（１） 国の動向
③「令和の日本型学校教育」

令和３（2021）年１月に、中央教育審議会答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指し
て～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（中教審
第228号）」が示されました。同答申においては全ての子供たちの可能性を引き出す個別最適な学び
と協働的な学びを実現するためには、ICTは必要不可欠な基盤的ツールであり、これまでの実践とICT
とを最適に組み合わせることで、様々な課題を解決し、教育の質の向上につなげていくことが必要であ
るとされました。

④教育振興基本計画
令和５（2023）年６月に第４期「教育振興基本計画」（令和５年度～令和９年度）が閣議
決定されました。
「2040年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成」と、「日本社会に根差したウェル
ビーイングの向上」をコンセプトに、以下の５つの基本的な方針が示されました。
１．グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材の育成
２．誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進
３．地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた教育の推進
４．教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進
５．計画の実効性確保のための基盤整備・対話
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２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

（１） 国の動向
⑤「教育DXロードマップ」
令和７（2025）年６月に、デジタル庁・総務省・文部科学省・経済産業省により、令和４

（2022）年１月の「教育データ利活用ロードマップ」を改訂した「教育DXロードマップ」が策定されま
した。
同ロードマップでは、教育DXのミッションを「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる
社会」とするとともに、「学ぶ人のために、あらゆるリソースを」をビジョンとして、以下の５点を重点施策と
位置付けています。
Ⅰ．デジタル化による教職員の負担軽減
Ⅱ．多様な学びのための学習環境の整備
Ⅲ．データによる学習者の自己理解・教師の見取りの充実
Ⅳ．生涯を通じて学びのデータを活かせる環境の整備
Ⅴ．教育政策や実践にも資する教育データの研究目的の利用
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２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

（２） さいたま市のこれまでの取組

平成31（2019）年に策定した「第２期さいたま市教育振興基本計画」（令和元年度～令和10
年度）においては、本市の未来や2030年の社会を見通して、本市の教育が目指す人間像を、「世界
と向き合い未来の創り手として輝き続ける人」と設定し、５つの基本的方向性を示しました。
学校教育の情報化については、「基本的方向性１ １２年間の学びの連続性を生かした『真の学
力』の育成」のうち、「教育の情報化推進事業」に該当し、教職員のICT活用指導力の向上や、１人
１台端末の配置等によるICT環境の整備を推進してまいりました。

6※本市における取組の詳細は、31 ページから34 ページを参照



２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

取 組

取 組

児童生徒用１人１台端末

校内無線LAN環境

教職員用コンピュータ

統合型校務支援システム

普通教室用プロジェクタ

スクールダッシュボード

保護者連絡ツール及びデジタル採点ツー
ルの導入

リーディングDXスクール事業

情報モラル教育
（デジタル・シティズンシップ教育）

ポータルサイト＜外部非公開＞
（教職員用／児童生徒用）

教育情報セキュリティポリシー
＜外部非公開＞

「学びのポイント『じ・し・ゃ・ク』」に基づく
授業デザイン
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令和元年度 令和２年度

段階的整備 GIGAスクール構想による整備・活用

普通教室・特別教室
への整備 回線工事 回線工事

継続使用
（インターネット接続なし） 現行端末の使用（インターネット接続あり）

旧システム 現行システム

中学校普通教室
小学校普通教室

小・中・特 特別支援学級 学級増への対応

調査・研究 開発・テスト運用 本格運用

指定校による取組（小１校・中１校）

携帯・インターネット安全教室
※新型コロナウイルス感染症により、令和２年度は実施なし

スマホ・タブレット安全教室

構築・公開 コンテンツ追加

実施手順書 対策基準策定 一部改定

「
第
２
期
さ
い
た
ま
市
教
育
振
興
基
本
計
画
」
を

策
定
・
公
表

作成・公開 研修等による普及

試験導入

環
境
整
備

教
育
施
策

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

さいたま市GIGA スクール
構想

さいたま市スマートスクールプロジェクト（SSSP)

さいたま市のこれまでの取組の具体
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３ さいたま市における教育の情報化の現状と課題

8

①児童生徒が学習においてICT機器を活用する
頻度や、教員のICT活用指導力の向上。

②自ら課題を立てて情報を集め整理して、調べ
たことを発表するなどの探究的な学習に取り組
む児童生徒の割合が、学年が上がるにつれて
上昇。

③クラウドの活用などによる校務DXの一定程度
の進展。

④スクールダッシュボードの構築と利活用の開始。
⑤「GIGAスクール構想」等に基づいたICT活用
環境の構築。

成 果
①学校や教員間の、ICT活用に関する理解や活用状
   況に対する格差の解消や、ICTの優位性を基に、児
   童生徒が自己の学びの中で有効活用できる授業の
   割合の増加。
②児童生徒がデジタル社会に積極的に参画するための
   態度や、情報モラルを含む情報活用能力の育成。
③更なる校務DXに向けたICT環境の整備や、学校と
   教育委員会が一体となった取組の検討。
④教育データの利活用に関する更なる事例創出や、教
   職員に対する周知・啓発。
⑤今後の通信量増を見込んだネットワーク環境の改善
   や、セキュリティ強化を含めたICTの活用推進体制の
構築。

課 題

〇個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実
〇教育データの利活用による、エビデンスに基づいた実践
〇校務DXによる教職員の業務改善と、学校経営の充実

社会的要請

これまでの取組による成果と課題、及び社会的要請をまとめると、以下のようになります。
（成果と課題に関する詳細な説明は、35 ページから49 ページを参照）



４ さいたま市教育DXグランドデザイン策定の趣旨

近年、知識・情報・技術をめぐる変化のスピードが加速し、情報化やグローバル化といった社会的変化が、
人間の予測を超えて進展するようになってきています。
加えて、今後の我が国においては、少子高齢化の進展、生産年齢人口の減少による労働力の不足や、
公共サービスの低下などが懸念されており、ICT（情報通信技術）やAIなどの活用が、経済社会水準の
維持のためにも不可欠であると言われています。
そのような背景のもと、さいたま市では、平成31（2019）年に「第２期さいたま市教育振興基本計
画」（令和元年度～令和10年度）を策定し、本市の教育が目指す人間像を、「世界と向き合い未
来の創り手として輝き続ける人」と設定しました。
これからの社会を生きる子どもたちには、社会の変化を前向きに受け止め、一人ひとりが自立した人間と
して、高い志と意欲をもって、膨大な情報から何が重要かを主体的に判断し、自ら問いを立ててその解決
を目指し、多様な背景をもった人々と協働しながら新たな価値を生み出していくことが求められています。
また、学校や教職員に求められる役割が拡大する中で、教職員が子どもたち一人ひとりの学びを支える
ためには、業務の効率化や負担軽減等を推進し、本来の職務である教育という営みに専念できるように
することが、喫緊の課題となっています。
こうした課題に応えるため、本市では急速に進展するデジタル技術を適切に活用して教育DXを推進し、
学び方、教え方、働き方の改革に向けた、「さいたま市教育DXグランドデザイン」を策定するものです。

9



５ 教育DXを通じて目指す姿
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Reimagine Learning , Create Your Future
～学びの再定義、未来の創造～

これまでの一斉指導を中心とする学びのスタイルから、教室の中の多様な子どもたちの個性やニーズ
に合った学びのスタイルへと、学びの姿の大きな変革が求められています。端末やクラウド環境などのデ
ジタルは、子どもたちが誰一人取り残されないように、一人ひとりの興味や関心に応え、そのよさを伸ば
す、大きな可能性を秘めています。それらを基盤としつつ、子どもたちが各教科等の本質に迫りながら
「学び方」をしっかりと身に付け、自ら学ぶ意義や楽しさを生涯にわたって持ち続けられるように、子どもた
ちの学び方・教職員の教え方の改革を進めます。
また、教職員の業務においても、デジタルの活用は着実に進んでおりますが、「紙」から「デジタル」への
置き換えの段階から、様々なデータの連携等による更なる効率化が求められています。クラウド環境を
基盤として、従来までのシステムの抜本的な刷新による、働き方改革を進めます。
そして、全ての子どもたちと教職員の「Well-being」を実現することで、持続可能な社会の創り手を
育成し、現在、そして将来にわたる、子どもたちの幸せを保障する新たな未来を創造してまいります。

目指す子どもの姿

デジタルの活用により自分らしい学びを実現し、多様な他者と協働しながら課題解決できるように
挑戦し続ける姿

目指す教職員の姿

デジタルの力を活用して、子どもたち一人ひとりの学びに伴走しつつ、教職生涯を通じて学び続け
る姿

（イメージは50ページを参照）



６ 教育DXに向けた「５つの方向性」
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７ページの「成果と課題」及び「社会的要請」に基づいて、以下の５つの方向性により、
教育DXを推進します。

（１）デジタル学習基盤を活用した、学習者主体の学びの実現

（２）デジタル社会の善き担い手の育成に向けた、情報活用能力の抜本的向上

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実

（４）教育データの利活用の推進

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全なICT
環境と持続可能な推進体制の構築



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業
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（１）デジタル学習基盤を活用した、学習者主体の学びの実現

（２）デジタル社会の善き担い手の育成に向けた、情報活用能力の抜本的向上

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実

（４）教育データの利活用の推進

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全なICT 環境と持続可能な
推進体制の構築

これまで これから

一斉型の授業（みんな
でそろって、同じ内容を、
同じ方法で）中心

１人１台端末は、限られ
た場面で使用

一人ひとりの個性やニーズに合った
課題、方法を選択しつつ、クラウド
環境を基盤として協働

質の高い探究的な学びの実現

１人１台端末やクラウド環境を日
常的に活用



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

（１）デジタル学習基盤を活用した、学習者主体の学びの実現

13

【施策】
①1人１台端末を活用した、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実
②学習の個別最適化と多様な学びの保障

【具体的な事業】
■GIGAスクール第１期の課題を踏まえた、児童生徒用１人１台端末の更新
■文部科学省の「リーディングDXスクール」指定校や協力校・認定校等における先進的事例の
創出及び横展開
■児童生徒の学びのモデルを示した、「学びの探究コンパス」の展開
■ 「学習eポータル」サイト及びCBTシステム「MEXCBT」、「学習者用デジタル教科書」の活用
■児童生徒の学びを支えるクラウドサービス（アプリ）の整備
■児童生徒のニーズ等に応じたオンライン教育の活用
■各校の「教育DX推進研修」及び「教育DX推進リーダー研修」の実施
■「STEAMS TIME」による探究的な学びの推進
■教育活動における生成AIの活用研究と研修の実施

本市が目指す「12年間の学びの連続性を生かした『真の学力』」（子どもの発達段階を踏まえた知識・技
能、思考力・判断力・表現力等の認知能力と、学びに向かう力やものごとをやり抜く力等の非認知能力を合わせた学力）の育成に向
けて、児童生徒が生涯にわたって学びに向かう力を身に付けることができるように、デジタル学
習基盤の活用による、自立した学習者を育成します。



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

14

（１）デジタル学習基盤を活用した、学習者主体の学びの実現

（２）デジタル社会の善き担い手の育成に向けた、情報活用能力の抜本的向上

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実

（４）教育データの利活用の推進

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全なICT 環境と持続可能な
         推進体制の構築

これまで これから

ICT機器のルールは、子ど
もが大人に「与えられる」
もの

インターネット上の情報の
「コピー＆ペースト」のみの
学習

ICT 機器のルールを、子どもが大
人とともに「自ら」考える

インターネット上を含む様々な情
報の真偽を見定めながら、正しく
活用する

生成AI を始めとした新たな技術に
対する正しい理解



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

（２）デジタル社会の善き担い手の育成に向けた、情報活用能力の抜本的向上

15

【施策】
①情報モラルを含めた、児童生徒の情報活用能力の育成
②保護者や地域と連携した情報モラル教育の推進

【具体的な事業】
■児童生徒の学びにおける、デジタル学習基盤の活用の一層の推進
■「情報活用能力体系表」の活用推進
■タブレット等の利用時間や姿勢等の健康上の留意点に関する啓発
■各教科・領域等の学びにおける、発達段階に応じた情報活用能力の育成指導
■「スマホ・タブレット安全教室」の実施
■情報モラル教材「エンサップ」の活用推進
■「学習者用ポータルサイト」における「情報モラルサイト」の活用推進
■「メディアリテラシー出前講座」の実施
■本市保護者や地域を対象とした啓発動画の作成・公開
■教育活動における生成AIの活用研究（再掲）

今後ますます加速していくであろうデジタル社会において、児童生徒がICT機器や様々な情
報を適切に活用し、社会に積極的に関与し参画するための、情報活用能力の抜本的向上
を目指します。



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業
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（１）デジタル学習基盤を活用した、学習者主体の学びの実現

（２）デジタル社会の善き担い手の育成に向けた、情報活用能力の抜本的向上

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実

（４）教育データの利活用の推進

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全なICT 環境と持続可能な
         推進体制の構築

これまで これから

紙で行っていた業務の、デ
ジタルへの単純な「置き換
え」

制度的・技術的制約によ
る、一律が前提の働き方

クラウドを基盤とした様々なデータ
の連携による、業務のワンストップ
化

ロケーションフリー（※）による教職
員のライフスタイルに合った働き方

※ロケーションフリー・・・特定の場所に縛られずに働くことができる働き方



６ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実

17

【施策】
①デジタルの活用による教育委員会及び学校の業務改善
②校務支援システム及び業務用端末の刷新による、学校業務のスリム化
③教職生涯を通じて学び続けるための教職員研修体制の整備

【具体的な事業】
■教職員用コンピュータ及び校務支援システムの更新（令和８年度）
■保護者連絡ツール及びデジタル採点ツール等の導入

■生成AIの校務利用に関する研究
■研修受講システム「Plant」の活用推進
■教職員の育成指標の策定
■教育委員会による業務フローの抜本的見直しによる改善

教員が子どもたち一人ひとりに向き合い、きめ細かい指導や支援を充実させるため、デジタル
の活用や業務フローの抜本的な見直しによる業務改善を行います。
また、変化が激しいであろう今後の社会において、教員自身も教職生涯を通じて学び続けら
れる体制を構築することで、授業改善や指導・支援の改善等の、学校経営の充実を図ります。



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業
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シングルワークフローによる省力化

校務支援システム

保護者連絡

欠席情報

教育委員会

教職員PC

学校

教職員PC

校外（自宅等）

【業務の変化のイメージ】

転記ゼロによる効率の最大化

ロケーションフリーによる、個人の選択に応じた働き方

成績処理

保護者連絡

採点業務 教材研究・作成

働きやすさ・休みやすさの向上

会議参加

提案文書作成

統一したネットワークからシームレスにアクセス

校
務
系
シ
ス
テ
ム

校務支援システム

保護者連絡ツール

デジタル採点システム

学
習
系
シ
ス
テ
ム

Microsoft365

GoogleWorkSpace

学習eポータル

ネットワーク切り替えの煩雑さを軽減

シームレスで
転記レス

文書収受

照会・通知発出

回覧回答作成

回答送付

回答受付

成績情報

児童生徒
アカウント情報

学習eポータル デジタル教科書

児童生徒
アカウント情報

児童生徒
アカウント情報

GoogleWorkSpace

デジタル採点

同一の情報の入力作業は一度きり同一システム内で業務が完結

単一のネットワーク

自動連携

学校

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業
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（１）デジタル学習基盤を活用した、学習者主体の学びの実現

（２）デジタル社会の善き担い手の育成に向けた、情報活用能力の抜本的向上

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実

（４）教育データの利活用の推進

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全なICT 環境と持続可能な
         推進体制の構築

これまで これから

教職員の「勘」や「経験」
に頼った指導

データの散在により、情報
共有や問題把握までにタ
イムラグが発生

エビデンスに基づいた学習面及び
生活面での指導・支援、学校経
営及び施策立案

状況の即時把握と即時共有によ
る、組織的対応の迅速化



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

（４）教育データの利活用

20

【施策】
①「スクールダッシュボード」等の活用による、エビデンスに基づく学校経営の推進及び、児童生
徒へのきめ細やかな指導・支援による教育効果の最大化
②教育データに基づいた、学校経営の改善及び児童生徒へのより効果的な指導・支援を推
進するための、教育委員会による施策立案

【具体的な事業】
■教育データ利活用に係るビジョンの作成・周知
■文部科学省CBTシステム「MEXCBT」の活用推進
■実証研究校での実践等による、教育データ利活用モデルの創出及び横展開
■教育データ利活用に関する教職員への研修の実施
■保護者向け広報動画及びFAQの作成・公開
■教職員へのヒアリングに基づいたスクールダッシュボードの改修

児童生徒がタブレット等を活用することにより生み出される教育データの活用や、様々なクラ
ウドサービス等のデータ連携を行うことで、エビデンスに基づいた学校経営や児童生徒への指
導・支援、教育委員会による施策の立案を目指します。



【本市のデータ利活用の方針】

７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

21



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

22

教育データ（スクールダッシュボード）利活用モデルイメージ



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業
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（１）デジタル学習基盤を活用した、学習者主体の学びの実現

（２）デジタル社会の善き担い手の育成に向けた、情報活用能力の抜本的向上

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実

（４）教育データの利活用の推進

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全な
ICT 環境と持続可能な推進体制の構築

これまで これから

リース契約更新時の機器
やソフトウェアの置き換え
が中心の整備

校内の推進者に頼った活
用の推進

本グランドデザイン等に基づいた、
中長期的な整備とセキュリティ対
策

教職員及び児童生徒に対する継
続的な啓発

校内で一体となった活用推進及び
教育委員会による伴走支援



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全な
         ICT 環境と持続可能な推進体制の構築①

24

【施策】
①教育DX実現のためのICT環境の整備
②個人情報の保護・情報セキュリティ対策等の徹底

【具体的な事業】
■GIGAスクール第１期の課題を踏まえた、児童生徒用1人1台端末の更新（再掲）
■１人１台端末活用を支えるクラウドサービス及びアカウントの運用・管理
■クラウドサービスの利用を前提とした、ネットワーク回線及び校内ネットワークの再整備
■ICT支援員の整備
■文部科学省のガイドラインに基づいた教育情報セキュリティ対策基準・実施手順書の更新
■全教職員に対する情報セキュリティ研修の実施
■教育DXグランドデザインの策定及び更新
■中学校の学級増に対応した普通教室用プロジェクタの追加整備
■「授業目的公衆送信補償金制度」の活用
■教職員用コンピュータの整備及び更新（再掲）、業務用スマートフォンの整備
■フルクラウドを前提とした次世代型統合型校務支援システムの整備
■保護者連絡ツール及びデジタル採点ツール等の導入（再掲）

ICT機器の進歩や、学校での通信量の増加などに対応して、教職員や児童生徒がストレス
なく使用できるICT環境を整備するとともに、ルール面やICT活用を推進するための体制を整理
することで、全ての教職員や児童生徒が安全かつ安心して使用できるような環境を整えます。



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

25

令和７年度
（2025 年）

令和８年度
（2026 年）

令和９年度
（2027 年）

令和10 年度
（2028 年）

・児童生徒用１人
   １台端末の更新
・校内ネットワーク機器
のライセンス更新

・教職員用コンピュー
タ等の更新
・校務支援システム等
の更新
・校務支援システム等
をフルクラウド化する
ためのネットワーク
再整備

・学校Webページシス
テム（CMS）

・次期グランドデザイン
の策定

※随時：国のガイドラインに合わせた、「教育情報セキュリティ対策基準」等の改定

【ロードマップ】

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全な
         ICT 環境と持続可能な推進体制の構築②

※実際の整備については、市及び国の財政状況等により、変更となる場合があります。



７ 「５つの方向性」に向けた施策及び具体的な事業

26

セキュリティとプライバシー情報の取扱等が第三者機関により認証されたクラウド環境

管理者ツール

アカウント設定

端末設定

システム設定

アクセス監視

管理者

ログ多要素認証

校務系システム

校務支援システム

保護者連絡

デジタル採点

多要素認証

教職員

学習系システム

Microsoft365

GoogleWorkSpace

学習eポータル

MEXCBT

デジタル教科書

教職員
児童生徒

等

アカウント認証

行政PC

教育委員会

教職員PC 学習者用タブレット

学校

行政ネットワー
クシステム

教職員PC 学習者用タブレット

校外（自宅等）

【構成イメージ】

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全な
         ICT 環境と持続可能な推進体制の構築③



８ 目標とする指標
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番号 指 標

１ 【全国学力学習状況調査】「あなたは、学習の中でPC・タブレットなどのICT機器を活用することをどのように感じています
か。」に対して肯定的な回答をしている児童生徒の割合
①「ICT機器を活用することで、自分のペースで理解しながら学習を進めることができる」
②「ICT機器を活用することで、分からないことがあった時に、すぐ調べることができる」
③「ICT機器を活用することで、楽しみながら学習を進めることができる」
④「画像や動画、音声等を活用することで、学習内容がよく分かる」
⑤「ICT機器を活用することで、自分の考えや意見を分かりやすく伝えることができる」
⑥「ICT機器を活用することで、友達と考えを共有したり比べたりしやすくなる」
⑦「ICT機器を活用することで、友達と協力しながら学習を進めることができる」

２ 【全国学力学習状況調査・さいたま市学習状況調査】「授業でPC・タブレットなどのICT機器を、どの程度使用しました
か」において、「ほぼ毎日」と回答している児童生徒の割合

３ 【本市教職員に対する意識調査】「学習における以下の項目について、どのように決める授業が一番多いですか」（新
規）の質問項目に対する「子どもが決定している授業が多い」と回答した人数の割合
①「課題（または本時のめあて）の決め方」
②「学ぶ相手の決め方（形態）」
③「学習過程の決め方」 ※情報の収集や整理・分析、まとめ表現等の学習過程を指します。
④「学びに使うツールの決め方」 ※情報を集めるための教科書や資料、表現に使用するツールなどを指します。
⑤「学ぶペースの決め方」 ※学習を進めるスピードや取り扱う問題の量を指します。

（１）デジタル学習基盤を活用した、学習者主体の学びの実現

各方向性に対する施策の成果を、以下の指標によって検証します。

※各年度の進捗状況に応じて指標のあり方を見直し、変更する場合があります。



８ 目標とする指標
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番号 指 標

１ 【さいたま市学習状況調査】生活習慣調査における児童生徒の回答の割合
①「コンピュータを活用して情報を集めて整理したり、分析したり、まとめたりする学習をすることができましたか。」
②「総合的な学習の時間では、自分で課題を立てて情報を集め整理して、調べたことを発表するなどの学習活動に取り
組んでいますか。」

２ 【リーディングDXスクール指定校及び希望校における調査】キーボードによる日本語入力スキルの向上（文字／分）

（２）デジタル社会の善き担い手の育成に向けた、情報活用能力の抜本的向上

番号 指 標

１ 【本市教職員に対する意識調査】「文書や教材等をデータで共有することによる、校務や教材作成にかかる作業負担の
軽減について、どのように感じていますか」の質問項目において、「作業負担を軽減できた」と回答している教職員の割合

２ 【本市教職員に対する意識調査】「業務において生成AIを活用していますか。」の質問項目において、「活用している」と
回答している教職員の割合

（４）教育データの利活用

番号 指 標

１ 【本市教職員に対する意識調査】「スクールダッシュボードの活用法で有用だと思うものを以下の中から選んでください
（複数選択）」に対して、複数選択をしている教職員の割合

（３）校務DXによる業務改善と学校経営の充実

※各年度の進捗状況に応じて指標のあり方を見直し、変更する場合があります。



８ 目標とする指標
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番号 指 標

１ 【事業者等による調査】ネットワーク回線に関して、国の推奨帯域を満たす学校の割合

２ 【本市教職員に対する意識調査】更新後の児童生徒用１人１台端末について、①「インターネットへの接続のしやすさ」、
②「起動時間の速さ」、③「カメラの性能」に対する肯定的な回答の割合の数値の改善（令和８年度以降）

３ 【本市教職員に対する意識調査】更新後の教職員用コンピュータについて、①「端末の処理速度（起動やインターネット
接続を含む）」②「バッテリーの容量」に対する肯定的な回答の割合の数値の改善（令和９年度以降）

（５）児童生徒の学びや、教職員の校務を支える基盤としての、安心・安全な
         ICT 環境と持続可能な推進体制の構築

※各年度の進捗状況に応じて指標のあり方を見直し、変更する場合があります。
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参考資料
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【資料】２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

（１）さいたま市GIGA スクール構想

文部科学省によるGIGAスクール構想に基づき、本市においても令和２年度に「さいたま市GIGAスクー
ル構想推進本部会」を設置し、民間のDX人材である「ITスペシャリスト」との連携・協働のもと、「さいたま
市GIGAスクール構想」の名称で教育のDX化を推進しました。
環境整備においては、令和２年度末までに義務教育段階のすべての児童生徒への１人１台端末及
びアカウントの配布と、市立168校への高速大容量ネットワークの整備を完了させました。
また、令和３年度の教職員用コンピュータや校務支援システム等の更新に伴い、ネットワーク分離によっ
て教職員用コンピュータでのインターネット利用を可能といたしました。また、令和３年度から４年度にかけ
ては、小・中・特別支援学校の普通教室に、大型提示装置（プロジェクタ）を設置しました。
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【資料】２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

端末の利活用を推進するための体制づくりとしては、令和３年度に市立学校の全ての教員に「IT リテ
ラシーのCan Do 調査」を実施し、自己のICT 活用能力を把握させるとともに、授業に必要なIT リテラ
シーの習得に向けた研修を実施しました。また、各学校において「さいたま市GIGAスクール構想」推進の
核となる教員を、「エバンジェリスト（伝道者）」に任命し、校長のリーダーシップのもと、エバンジェリストを
中心として、授業や校務におけるICT活用を推進する体制を構築しました。
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【資料】２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

（２） さいたま市スマートスクールプロジェクト（SSSP)

令和４年度には、「さいたま市GIGAスクール構想」のネクストステージとして、ICTの効果的・効率的な
活用によって「学び方」「教え方」「働き方」の改革を目指す「さいたま市スマートスクールプロジェクト
（SSSP）」を発足し、教育データの利活用によるエビデンスベースの指導や、デジタルの優位性を生かした
「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図るための取組を実施してきました。

学び方改革

子どもたちの学ぶ意欲に応える
様々な学びのスタイルを提供し、
「個別最適な学び」と「協働的
な学び」の一体的な充実を図る
ことを通して、「主体的・対話的
で深い学び」を実現する

教え方改革

スタディ・ログやライフ・ログを活
用し、エビデンスベースの指導を
行ったり、デジタルの優位性を存
分に活用する教授法を研究し
たりして、積極的に授業改革を
行い、学習指導要領の目指す
「主体的・対話的で深い学び」
を実現する

働き方改革

校務の効率化が図られることに
より、子どもたちと向き合う時間
が確保され、よりきめ細かく指導
することができるような学校運営
を実現する

目指すビジョン

一人ひとりの可能性を最大限に引き出し、新たな価値を創造していく力をはぐくむ教育
の実現
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□クラウド環境や生成ＡＩを活用した授業実践の研究の推進
□授業実践の好事例を展開・共有
□具体的な学習者用資料の作成・配布
□「学習集団の成長モデル」の作成

□クラウド活用による、学校における業務フローの改善を提案
□生成AI活用による業務負担軽減に向けた
可能性の研究、積極的な研修の実施
□学校における業務量管理への指導、助言
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担当：
◎教育課程指導課 教育研究所 生徒指導課
特別支援教育室 総合教育相談室 校長・教頭（obs）

□児童生徒用端末の整備及び運用体制の構築
□教職員用コンピュータ等及び校務システム更新の検討
□「教育DXグランドデザイン」の策定と公表
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運営
□各種事務
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本部員

生涯学習部長
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□教育データ利活用についての周知、活用支援
□スクールダッシュボードの活用推進
□統計的なデータ活用の推進
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担当：
◎教育研究所 教職員人事課 教育課程指導課 特別支援教育
生徒指導課 総合教育相談室 高校教育課 健康教育課
校長・教頭（obs） 大学

研究委嘱校

担当：
◎教育研究所
教育政策室
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担当：
◎教育研究所
デジタル改革推進部、教育総務課、教育政策室、教育財務課、学事課、
教職員人事課、教育課程指導課、特別支援教育室、生徒指導課、総合教育相談室、
健康教育課、おいしい給食サポート課 市Ｐ協、学校（管理職・教諭）

学校DX戦略アドバイザー

本部員

管理部参事

【資料】２ さいたま市における教育の情報化に向けた取組

令和７年度のSSSP推進体制
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【資料】３ さいたま市における教育の情報化の現状と課題

（１） ①児童生徒のICT の活用状況について

「GIGAスクール構想」による１人１台端末の整備や、教職員のICT活用指導力の向上により、授業を
始めとする教育活動の様々な場面において、児童生徒がデジタルの優位性を生かした学びに取り組むよう
になっています。
小・中学校では、国が実施した「令和７年度全国学力・学習状況調査（令和７年７月公表）」の結
果では、「前年度までに受けた授業で、PC・タブレットなどのICT機器を、どの程度使用しましたか」という質
問に対して、「ほぼ毎日」又は「週３回以上」と回答した児童生徒の割合が、小学校では86.3%（全国
平均71.7%）、中学校では88.3%（全国平均76.5%）となっており、小学校・中学校ともに全国平
均よりも高い状況となっていますが、日常的な文房具として活用できる状況には至っていないと考えます。
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（％） ※「前年度までに受け
た授業で、PC・タブレッ
トなどのICT機器（令
和４年度までは「コン
ピュータなどのICT機
器」）を、どの程度使
用しましたか。」の質問
に対して、「ほぼ毎日」
又は「週３回以上」と
回答した児童生徒の
割合



 【資料】 ３ さいたま市における教育の情報化の現状と課題

（１）② 教員の指導力について
GIGAスクール構想によって、１人１台端末等のICT機器が整備されたことや、 本市の「IT リテラシーの

Can Do 調査」等に基づく各教員の研修が進んだことで、教員によるICT活用指導力も着実に向上して
います。
国が実施している「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」によると、「授業にICTを活用し
て指導できる教員の割合」は、令和６年度で90.4%（全国平均82.2%）、「情報活用の基盤となる
知識や態度について指導できる教員の割合」は93.8%（全国平均89.2%）と、全国平均よりも高い状
況です。
今後は、ICT活用を核とした「学び方」「教え方」の改革に向けた研修を充実させるとともに、学校や教員

の間でICT 活用に対する理解や活用状況にばらつきが出ないようにする必要があります。
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国の「学校における教育の実態化の実態等に関する調査」結果より



 【資料】 ３ さいたま市における教育の情報化の現状と課題

（１）③ 児童生徒の学び方や教員の教え方について
本市で独自に実施している、教職員を対象にした意識調査の結果では、「一単位時間における教師が
学級全体を主導する時間はおよそ何分程度ですか」の質問に対して、小学校の平均は約20分、児童の
活動時間が10分以下であるという回答が、約５％でした。中学校の平均は約24分、児童の活動時間が
10分以下であるという回答が、約10％でした。
また、「学習における以下の項目について、どのように決める授業が一番多いですか」の質問に対して、中
学校に比べて小学校の方が、課題（めあて）や形態をはじめとした、学び方の自己選択をさせている割合
が高い傾向にありました。これらの結果を踏まえて、児童生徒が主体となった学びに向けて、活動時間をさ
らに確保するとともに、学び方の自己選択ができる授業の割合を高めていく必要があります。
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中学校小学校

 【資料】 ３ さいたま市における教育の情報化の現状と課題
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番多いですか」の質問項目に対する回答の割合
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 【資料】 ３ さいたま市における教育の情報化の現状と課題

（２）①児童生徒のスマートフォン等の活用状況について

社会全体のデジタル化に伴い、児童生徒が低学年段階から、携帯電話やスマートフォン等のデジタル機
器に触れる機会も多くなっています。
さいたま市が独自に実施している「さいたま市学習状況調査」の令和６年度「生活習慣等に関する調
査」においては、「普段（月曜日から金曜日）、１日あたりどれくらいの時間、携帯電話やスマートフォンで
SNSや動画視聴をしていますか。（携帯電話やスマートフォンを使って学習する時間やゲームをする場合
は除きます。）」という質問に対して、「４時間以上」といった長時間利用について回答する児童生徒の
割合が、学年が上がるにつれ高くなる傾向にあります。
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 【資料】 ３ さいたま市における教育の情報化の現状と課題

（２）①児童生徒のスマートフォン等の活用状況について

一方で、同調査の「携帯電話やスマートフォンの使い方について、家の人と約束したことを守っています
か。」という質問に対しては、使用頻度の多い中学生においても「きちんと守っている」「だいたい守ってい
る」と回答している生徒の割合が80 ％以下に留まっています。
これらのことから、児童生徒が今後ますますデジタル化が進むことが予測される今後の社会において、情報
機器等のデジタル技術の利用を通じて、情報技術を安全に取り扱い、情報社会において責任を持って行
動する力を育成する必要性が、本市においても求められている状況にあります。
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 【資料】 ３ さいたま市における教育の情報化の現状と課題

（２）②児童生徒の情報活用能力について

情報の収集や整理・分析、まとめ・表現等の情報活用能力に関して、「さいたま市学習状況調査」の
「生活習慣調査」における「コンピュータを活用して情報を集めて整理したり、分析したり、まとめたりする学
習をすることができましたか」の質問や、「総合的な学習の時間では、自分で課題を立てて情報を集め整理
して、調べたことを発表するなどの学習活動に取り組んでいますか」の質問に対しては、学年が上がるにつれ
て肯定的な回答の割合が高くなる傾向にあります。探究的な学びの推進に向けて、これらの学習の進め
方をどの教科等にも、生かせるようにする必要があります。
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令和６年度「さい
たま市学習状況調
査」の「生活習慣
等に関する調査」に
おいて、「コンピュー
タを活用して情報
を集めて整理したり、
分析したり、まとめ
たりする学習をする
ことができました
か。」という質問に
対する回答割合

（％）
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中３

中２

中１

小６

小５

小４

小３

小２

小１

コンピュータを活用した探究的な学習の状況

できた どちらかといえば、できた どちらかといえば、できなかった できなかった
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令和６年度「さい
たま市学習状況調
査」の「生活習慣
等に関する調査」に
おいて、「総合的な
学習の時間では、
自分で課題を立て
て情報を集め整理
して、調べたことを
発表するなどの学
習活動に取り組ん
でいますか。」という
質問に対する回答
割合

（％）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中３

中２

中１

小６

小５

小４

小３

総合的な学習の時間における探究的な学習の状況

できた どちらかといえば、できた どちらかといえば、できなかった できなかった
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（３） 校務DXについて

校務用コンピュータや統合型校務支援システムについては、GIGAスクール構想開始前より導入し、運用
しています。令和７年３月公表の「『GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリスト』に基づく自己点検
のフォローアップの実施結果（確定値）」においては、「教職員間の情報共有や連絡にクラウドサービスを
取り入れていますか。」「児童生徒の欠席・遅刻・早退連絡において、クラウドサービスを用い、PC・モバイル
端末等から受け付け、学校内で集計していますか。」といった質問を始めとして、肯定的な回答の割合が全
国平均よりも高い質問が多く、学校におけるデジタル化には一定の進展が見られます。
（同調査における得点 本市市立学校[平均]：442.0点 埼玉県全域[平均]：411.4点）

43
国の「『GIGA スクール構想の下での校務DXチェックリスト』に基づく自己点検のフォローアップの実施結果（確定値）」より

90.3

9.7

76.9 

23.1

本市
全国
平均

教職員間の「情報共有や連絡におけるクラウドの利用

75.2

21.8

0

3.0 

45.0 

30.5

4.7

19.8

児童生徒の欠席・遅刻・早退連絡におけるデジタルの活用

本市
全国
平均
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（３） 校務DXについて

一方で、同調査における「『FAXの利用が例外的に必要と考えられる業務』以外の学校の日常とのやりと
りにFAXを使用していますか。」といった質問や、「教育委員会に学校と同様のクラウド環境を整備していま
すか。」といった質問に対しては、それぞれ「使用している」「整備されていない」という状況であり、現在まで
の業務の在り方の見直しや、今後のDX化に向けて、教育委員会が一体となった検討が必要となってい
ます。
（同調査における自治体としての得点 本市：290点 埼玉県全域[平均]：310.7点）

44国の「『GIGA スクール構想の下での校務DXチェックリスト』に基づく自己点検のフォローアップの実施結果（確定値）」より

使用していない
81.2%

整備されている
71.0%

完全にデジタル化している
9.3%

一部している（半分以上）
24.0%

一部している（半分未満）
43.5%

全くしていない
23.2%

使用している
18.8%

整備されていない
29.0%

『FAXの利用が例外的
に必要と考えられる業
務』以外の学校の日常
とのやりとりにFAXを使
用していますか。

教育委員会に学校と
同様のクラウド環境を
整備していますか。

教育委員会から学校
及び教職員へのお知ら
せや相互の情報共有
等をクラウドサービスを
用いて行っていますか。

本市回答
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（４） 教育データ利活用について
児童生徒に関する教育データを一元的に可視化し、よりよい指導や支援に役立てるための「スクールダッシュ
ボード」の活用を、令和６年度に本格的に開始しました。
令和６年度に実施した、教職員を対象とした意識調査では、児童生徒の不調や不登校傾向の早期発見
に対する効果が見られるものの、スクールダッシュボードの活用率や有用性の実感値には、課題があります。
効果的な事例の創出や、教職員に対する周知・啓発を通して、更なる活用推進を図る必要があります。
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1. 授業アンケートの回答を見て、児童生徒の学習の様子について

傾向を把握し、学校運営協議会や学校だより等の保護者・地域向

けの説明資料を作成した

2. おはようメーター、あすなろメーター、保健室利用情報、欠席数

等を基に、配慮を要する児童生徒を早期発見し、児童生徒支援の

体制を充実させるため教職員を配置した

3. 授業アンケートの回答傾向を基に、児童生徒の学習のつまずきを

把握し、個別に支援したり、指導計画に反映させたりした

4. おはようメーターやあすなろメーターの回答を見て、日々の児童

生徒の不調や不登校の傾向を見取り、学年会や教育相談部会等

で情報を共有したり、保護者との面談を実施したりした

5. おはようメーターの回答や保健室の利用状況のデータを基に、

児童生徒の生活状況を担任や養護教諭等が把握し、必要に応じて

児童生徒へ個別に声を掛けた

6. 健康観察等の情報を基に、児童生徒の体調の変化や感染症流

行の時期を把握し、未然防止の対策を取った

7. 有用だと思う活用方法はなかった

１   ２ ３ ４       ５       ６      ７  

教職員を対象とした意識調査（令和６年度）における、「スクールダッシュボードの活用法で有用だと思うものを
以下の中から選んでください（複数選択）」に対する回答結果

（人）
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（４） 教育データ利活用について

46

スクールダッシュボードにおける教育委員会ボード（イメージ）

各校ごとのアクセス数や、
機能ごとの利用状況にば
らつき
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（５） ①ICT 活用環境の整備について
GIGAスクール構想により、１人１台端末と高速大容量ネットワークをはじめとした学校のICT環境の整
備が急速に進みました。
国の「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」においては、児童生徒用端末の整備状況や
普通教室等のネットワークの整備状況について、国の平均と同等以上の水準にあります。
今後については、児童生徒用端末については、活用が進む中で破損が増加していることも踏まえて、令

和７年度に予定している大規模な更新に対応する必要があります。また、ネットワーク環境についても、
今後クラウドサービス等の利活用がさらに進展することを踏まえて、必要帯域の確保に努める必要があ
ります。
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99.2 99.9 
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70.0
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95.0

100.0

無線LAN または移動通信システム（LTE等）によりインターネット

接続を行う普通教室の割合整備率

さいたま市 国平均
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（％）

※令和２年度までは「普通
教室の無線LAN 整備率」
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インターネット接続率（理論値）

さいたま市 国平均
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※基準値：令和２年度及び３年度＝30Mbps 令和４年度=100Mbps
令和５年度= １Gbps
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（５） ②ICT 活用推進体制について
教職員及び児童生徒のICT活用を推進するため、各校で任命している「エバンジェリスト」に対する研修
や、国の実証事業である「リーディングDXスクール指定校」の実践の横展開を行ってきました。
また、実践事例や教材、研修資料などのデジタル資源を、市内教職員用のポータルサイトに掲載してい
ます。併せて、教職員が安全に安心してICTを利活用することができるよう、国の「教育情報セキュリティポリ
シーガイドライン」等に基づいて、「さいたま市教育情報セキュリティ対策基準」「さいたま市教育情報セキュリ
ティ実施手順書」を策定しました。引き続き、教育DXに向けた実践を全ての学校・教職員に対して横展
開するとともに、セキュリティ確保に向けた意識の醸成を図る必要があります。
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回 主な内容

１ オリエンテーション

２ 学習者主体の学びの在り方について

３ クラウド環境における共同編集について

４ リーディングDXスクール指定校の取組について

５ リーディングDXスクール指定校授業視察①

６ リーディングDXスクール指定校授業視察②

７ 各校の実践発表準備

８ 一年間の実践発表

令和６年度「エバンジェリスト研修」の主な内容

年度 学校名

令和５ 市立大東小学校
市立美園南中学校

令和６ 市立大東小学校
市立木崎中学校

令和７ 市立仲本小学校
市立大戸小学校
市立木崎中学校
市立与野南中学校

本市における
リーディングDXスクール指定校



 【資料】 ５ 教育DXを通して目指す姿のイメージ

子ども一人ひとりに応じた自分らしい学び

クラウド等を通して他者とつながる学び

無線LAN環境

１人１台端末

大型提示装置

ICT支援員

生成AI

プログラミングツール

学習者用デジタル教科書

校務DXによる業務改善

デジタルを活用した子どもへの指導・支援

業務用ディスプレイ

プリンター複合機

校務支援システム

教職員用コンピュータ

各クラウドサービス

指導用端末

指導者用デジタル教科書

スクールダッシュボード

業務用スマートフォン

※実際の整備については、市及び国の財政状況等により、
変更となる場合があります。 50
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